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介護支援専門員資質向上事業の実施について

介護支援専門員の実務研修等の研修実施については、介護保険法施行規則(平成１１

年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。)等により行われているところである

が、今般、各研修の具体的な実施方法等について、別紙のとおり「介護支援専門員資質

向上事業実施要綱」を定めたので通知する。各都道府県においては、本通知の趣旨に鑑

み、適切な事業実施が行われるよう配慮されたい。

本通知の施行に伴い、「介護支援専門員養成研修事業の実施について」（平成１１年

４月２日老発第３１６号厚生省老人保健福祉局長通知）、「介護支援専門員現任研修事

業の実施について」（平成１２年９月１９日老発第６４６号厚生省老人保健福祉局長通

知）及び「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実施及び推進について」（平成

１４年４月２４日老発第０４２４００３号厚生労働省老健局長通知）については廃止す

る。

なお、本通知は、平成１８年４月１日から適用することとし、従前のカリキュラムに

より、平成１７年度から２か年に亘って実施することとしている場合にあっては、なお

従前の例によることができるものとする。



（別紙）

介護支援専門員資質向上事業実施要綱

１ 目的

要介護者等が可能な限り住み慣れた地域で、その人らしい、自立した生活を送るた

めには、多様なサービス主体が連携をして要介護者等を支援できるよう、適切にケア

マネジメントを行うことが重要である。その中核的な役割を担う介護支援専門員につ

いて、その養成段階で行われる介護支援専門員実務研修や現任者を対象とした研修等

を体系的に実施することにより、利用者本位、自立支援、公正中立等の理念を徹底し、

その専門性の向上を図ることにより、利用者の自立支援に資する適切なケアマネジメ

ントの実現に資することを目的とする。

２ 実施主体

実施主体は、都道府県又は都道府県知事の指定した研修実施機関（以下「都道府県

等」という。）とする。

３ 事業内容

本事業の事業内容は以下のとおりとする。

（１）介護支援専門員実務研修（別添１）

（２）介護支援専門員実務従事者基礎研修（別添２）

（３）介護支援専門員専門研修(別添３）

（４）介護支援専門員再研修（別添４）

（５）介護支援専門員更新研修（別添５）

（６）主任介護支援専門員研修（別添６）

４ 事業実施上の留意点

（１）各研修の実施にあたっては、施行規則及び施行規則に基づく告示のほか、別添の

研修実施要綱により行うものとする。

（２）一の研修日程の分割については、各都道府県の実情に即して適宜分割して行うも



のとする。

特に現任の介護支援専門員を対象としている研修については、研修開催日程、研

修開催期間、研修定員等の規模等の設定にあたっては、選択的な受講が可能となる

よう各講義を個別に開講したり、開講日（曜日）、時間等についても工夫をする等、

各都道府県の実情に応じて受講者が受講しやすいよう適宜配慮をすること。

（３）各研修事業の実施主体である都道府県等は、介護支援専門員が行う業務を常に念

頭におき、介護支援専門員がその業務を行う上で効果的な研修となるよう、その内

容や実施方法等について留意しなければならない。

（４）各研修事業の実施主体である都道府県等は、各研修の実施に当たっては、他の研

修の研修内容とも相互に連携を図り、受講者の業務の習熟度に応じて必要な知識を

修得するために体系的な研修内容となるよう配慮しなければならない。

（５）本事業で行う研修のうち、次のア、イの各々の研修については、研修内容が同一

であり、研修開催日程、研修場所、研修定員等の規模等の設定にあたっては、適切

な研修が行われるよう配慮することを前提に、同一の日程等で行うことは差し支え

ない。

ア 別添１「介護支援専門員実務研修実施要綱」に基づく介護支援専門員実務研修、

別添４「介護支援専門員再研修実施要綱」に基づく介護支援専門員再研修及び別

添５「介護支援専門員更新研修実施要綱」の３の（２）に基づく実務未経験者に

対する介護支援専門員更新研修

イ 別添３「介護支援専門員専門研修実施要綱」に基づく介護支援専門員専門研修

及び別添５「介護支援専門員更新研修実施要綱」の３の（３）に基づく実務経験

者に対する介護支援専門員更新研修

（６）都道府県知事又は指定研修実施機関の長は、研修修了者に対し、修了証明書を交

付するとともに、研修修了者について、修了証明書番号、修了年月日、氏名、生年

月日等必要事項を記載した名簿を作成し、管理する。

５ 研修の費用

本事業の実施に要する経費については、別に定めるところにより補助する。

ただし、本研修に使用する教材等に係る実費相当分、研修会場までの受講者の旅費

及び宿泊費については、受講者が負担するものとする。



６ 研修実施機関の指定に係る留意事項

（１）研修実施機関の指定に係る要件

都道府県知事は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）、

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）及び施行規則で定める要件の他、

以下についても適切に行われるよう指導すること。

・ 講師、会場等の研修体制及び事務処理体制の確保

・ 会計帳簿、決算書類等の整備及び適正な経理処理

・ 研修修了者名簿等の継続的な管理

なお、研修実施機関の指定を行うに当たっては、研修の円滑な実施の観点から、

保健、医療、福祉の主要な関係団体の意向を十分踏まえた上で調整を行うこと。

（２）研修実施機関に係る要件

研修実施機関は、法及び施行規則に定める要件の他、以下についても適切に行う

こと。

① 研修事業を継続的に毎年一回以上実施すること。

② 研修受講者に研修内容等を明示するため、少なくとも次に掲げる事項を明ら

かにした規程を定めること。

・ 開講目的

・ 研修事業の名称

・ 実施場所

・ 研修期間

・ 研修課程

・ 講師氏名

・ 研修修了の認定方法

・ 受講資格

・ 受講手続き

・ 受講料等

③ 研修の出席状況等研修受講者に関する状況を確実に把握し保存すること。

④ 事業運営上知り得た研修受講者に係る秘密の保持については、厳格に行うこ

と。



⑤ 演習等において知り得た個人の秘密の保持について、厳格に行うとともに、

研修受講者が十分に留意するよう指導すること。


